
1 継続事業の前提に関する注記
　  該当なし。

2 重要な会計方針

　  (1) 有価証券の評価基準及び評価方法
　　　  満期保有目的の債券・・・償却原価法（定額法）によっている。
        満期保有目的の債券並びに子会社及び関連会社株式以外の有価証券

        　　　　　　　　　　　　より算定）によっている。

　  (2) 固定資産の減価償却の方法
　　　  建物及び附属設備・・・・定額法による減価償却を実施している。
　　　  什器備品・・・・・・・・定率法による減価償却を実施している。
　　　  ソフトウエア・・・・・・定額法による減価償却を実施している。

　  (3) 引当金の計上基準

　  　　「リース取引に関する会計基準」及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」を適用

　  (5) 消費税等の会計処理
　　　  消費税等の会計処理は、税込み方式によっている。

3 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　  基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位：円）
科　　　目 前 期 末 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 当 期 末 残 高

基本財産

　定期預金 629,990,000 0 200,682,000 429,308,000

　投資有価証券 4,883,018,420 201,590,231 0 5,084,608,651

小 　　 計 5,513,008,420 201,590,231 200,682,000 5,513,916,651

特定資産

　事業安定積立資産

　  定期預金 150,000,000 0 0 150,000,000

　助成事業安定資産

　  定期預金 0 0 0 0

　福利厚生事業積立資産

　  定期預金 380,000,000 0 100,000,000 280,000,000

　  投資有価証券 100,000,000 100,000,000 0 200,000,000

　福利厚生事業資産

　  定期預金 30,682,970 0 9,438,471 21,244,499

　役員退職慰労引当資産

　  定期預金 1,862,115 1,015,700 0 2,877,815

　退職給付引当資産

　  定期預金 16,811,690 1,358,394 2,134,750 16,035,334

小     計 679,356,775 102,374,094 111,573,221 670,157,648

合     計 6,192,365,195 303,964,325 312,255,221 6,184,074,299

　　　　している。

財　務　諸　表　に　対　す　る　注　記

　　　　時価のあるもの・・・・・期末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法に

　　　  退職給付引当金・・・・・職員の退職給付に備えるため、職員退職手当支給規程に基づく

　　　　賞与引当金・・・・・・・職員等に対する賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち

　　　　　　　　　　　　　　　　自己都合退職による期末要支給額を計上している。
　　　  役員退職慰労引当金・・・役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、役員慰労金支給
　　　　　　　　　　　　　　　　規程に基づく期末要支給額を計上している。

　　　　　　　　　　　　　　　　当事業年度に帰属する額を計上している。

　  (4) リース取引の処理方法
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4 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　  基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円）
(うち指定正味財産 (うち一般正味財産 (うち負債に対応

　からの充当額) 　からの充当額) 　する額)

基本財産

　定期預金 429,308,000 (10,000,000) (419,308,000) －

　投資有価証券 5,084,608,651 － (5,084,608,651) －

小      計 5,513,916,651 (10,000,000) (5,503,916,651) －

特定資産

　事業安定積立資産

　  定期預金 150,000,000 － (150,000,000) －

　助成事業安定資産

　  定期預金 0 － － －

　福利厚生事業積立資産

　  定期預金 280,000,000 － (280,000,000) －

　  投資有価証券 200,000,000 － (200,000,000) －

　福利厚生事業資産

　  定期預金 21,244,499 － (21,244,499) －

　役員退職慰労引当資産

　  定期預金 2,877,815 － － (2,877,815)

　退職給付引当資産

　  定期預金 16,035,334 － － (16,035,334)

小     計 670,157,648 － (651,244,499) (18,913,149)

合     計 6,184,074,299 (10,000,000) (6,155,161,150) (18,913,149)

5 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円）
科　　　目 取　得　価　額 減価償却累計額 当 期 末 残 高

建物及び附属設備 4,067,280 789,727 3,277,553

什 器 備 品 9,683,098 7,206,578 2,476,520

ソフトウエア 252,990 75,897 177,093

合　　　計 14,003,368 8,072,202 5,931,166

6 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　  満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

(単位：円）
科　　　目 帳　簿　価　額 時　　　価 評  価  損  益

国　  　債 1,884,930,971 2,328,950,200 444,019,229

地  方  債 1,099,677,680 1,376,564,400 276,886,720

政府保証債 100,000,000 119,400,000 19,400,000

財　投　債 900,000,000 1,087,130,000 187,130,000

円建ユーロ債 1,300,000,000 1,275,539,000 △ 24,461,000

合　　　計 5,284,608,651 6,187,583,600 902,974,949

科　　　目 当 期 末 残 高
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